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杉並区個人情報保護条例の改廃等に向けた基本的な考え方検討部会 
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資料６ 



 

 

議題（４） 情報公開条例との整合性（不開示情報の範囲）について 

 

関係規定 

（現行) 
杉並区情報公開条例第６条、杉並区個人情報保護条例第 18条の２ 

関係規定 

（改廃後） 
改正個人情報保護法第 78条 

新条例への

規定の可否 

改正個人情報保護法第 78 条第２項によって、「行政機関情報公開法に規定する不開示

情報に準ずる情報であって情報公開条例では開示しないこととされているもののうち情

報公開条例との整合性を確保するために不開示とする必要があるものとして新条例で定

めるもの」については、改正個人情報保護法施行後も独自に不開示情報として定めるこ

とができるとされている。 

また同じく改正個人情報保護法第 78 条第２項によって、改正個人情報保護法の不開示

情報として定められていても情報公開条例において開示すべきとされているものについ

ては、新条例で不開示情報から除くことができるとされている。 

なお、情報公開条例における不開示情報が実質的に法第 78 条第１項各号の不開示情

報に含まれている場合、情報公開条例における不開示情報と同様の取扱いをするために

条例で規定する必要はない。 

（個人情報の保護に関する法律についてのＱ＆Ａ（行政機関等編）５－４－１(P12)） 

課題 

改正法第 78 条第２項の規定に基づき、同条第１項に定める自己情報開示請求におけ

る不開示情報の範囲について、情報公開条例と整合性を図るべきか検討する必要があ

る。 

事務局案 
新条例に情報公開条例との整合性を図る規定は設けない。 

また、改正法との整合性を図るための情報公開条例の改正は行わない。 

事務局案の

考え方 

情報公開請求と自己情報開示請求では、制度趣旨が異なるため、非公開（不開示）情報

の範囲には差異が生じるものと認識しており、現行の情報公開条例、個人情報保護条例

の間において非公開（不開示）情報の範囲には差異が生じているものの、請求者等の権

利利益の保護の観点から支障は生じていない。 

情報公開条例、改正法の間においても非公開（不開示）情報の範囲には差異が生じるこ

ととなるが、それぞれの制度趣旨に鑑みると、非公開（不開示）情報の差異は妥当なもの

であり、改正法の施行による手続上の支障は生じず、請求者等に不利益を与えるもので

はないと考える。 

部会委員か

らのご意見 
 



 

 

議題（５） 個人情報登録簿の作成・公表について 

 

関係規定 

（現行) 
杉並区個人情報保護条例第８条、第 10条の２ 

関係規定 

（改廃後） 
改正個人情報保護法第 75条第５項 

新条例への

規定の可否 

地方公共団体の機関、地方独立行政法人（法第 58 条第 1 項第 2 号に掲げる法人を含

む。）においては、当該地方公共団体又は当該法人を設立する地方公共団体の定める条例

で定めるところにより、個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳簿（個人情報

を取り扱う事務単位で作成された帳簿等）を作成し、公表することも可能である。この

ような帳簿を作成・公表する場合であっても、当該地方公共団体の機関、地方独立行政

法人（同号に掲げる法人を含む。）においては、個人情報ファイル簿についても作成・公

表を行わなくてはならない。 

（個人情報保護法ガイドライン（行政機関等編）６－２ (P41)） 

課題 

 改正法第 75条第１項において、行政機関の長等に「個人情報ファイル簿」※１の作

成・公表が義務付けられている。 

 他方、現在区が管理している「個人情報登録簿」※２の作成は任意とされているとこ

ろ、従来どおり作成をしていくべきか検討する必要がある。 

 

※１「個人情報ファイル簿」とは、保有する個人情報ファイルの名称、利用目的、記

録項目、収集方法などを記載した帳簿のことを指す。 

なお、「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集合物で、以下の形

態がある。 

・保有個人情報を電子計算機を用いて検索できるよう体系的に構成したもの。 

・保有個人情報をマニュアル（手作業）で容易に検索できるよう体系的に構成し

たもの。 

  

 ※２「個人情報登録簿」とは、杉並区個人情報保護条例第８条第１項に規定する項目

を業務単位で記録した「個人情報登録票」を綴った簿冊のことを指す。 

「個人情報登録票」は、業務の名称、個人情報の収集目的、個人情報の記録の内

容、対象となる個人の範囲、個人情報の収集方法、管理個人情報の記録形態を登録

することとされている。 

事務局案 
個人情報ファイル簿とは別に、これまでどおり「個人情報登録簿」の作成を行うこと

とし、作成及び公表（これまでは縦覧）について条例に規定する。 

事務局案の

考え方 

「個人情報登録簿」は個人情報を収集する『業務』ごとに、業務の名称、収集目的等

を記載し作成する帳簿である。 

他方、「個人情報ファイル簿」は、『個人情報ファイル』ごとに当該個人情報ファイル

の名称、利用目的、記録項目などを記載し作成するものであり、その性質を異にする。    

また、改正法では 1,000 人未満の個人情報ファイルについては個人情報ファイル簿の

作成・公表を義務付けられていないため、1,000 人未満の規模で管理されている個人情



 

 

報を網羅することができない。この点、「個人情報登録簿」は、個人情報を取り扱う業

務を全て網羅することができる。 

個人情報の適正な収集、管理、利用を堅持するためにも、引き続き、「個人情報登録

簿」の管理運用を継続すべきものと考える。 

部会委員か

らのご意見 
 

 

※イメージ図（個人情報ファイル・個人情報ファイル簿、個人情報登録票・個人情報登録簿） 

＜改正法に基づくイメージ＞         ＜現行条例に基づくイメージ＞ 

 

 

「個人情報ファイル簿」の作成及び公表は、改正個人情報保護法第 75 条第１項により義務付

けられることとなるが、地方公共団体が「個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況

に関する事項を記載した帳簿」（＝杉並区の場合、個人情報登録簿（票））の作成及び公表は、

同法同条第５項により任意とされている。 

 

【各定義条項】 

「個人情報ファイル」  改正個人情報保護法第 60 条第２項 

「個人情報ファイル簿」      〃   第 75 条第１項 

「個人情報登録簿」   杉並区個人情報保護条例第８条 

「個人情報登録票」    杉並区個人情報保護条例施行規則第２条第１項 
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杉並区個人情報保護条例施行規則 第１号様式（第２条関係） 



 

 

 

議題（６） 審議会への諮問に関する規定について 

 

関係規定 

（現行) 

杉並区個人情報保護条例第 7 条第４項、第９条第２項第４号、第 12 条第１項、第 12 条

の２第１項、第 14 条第２項第４号、第 15 条第２項第３号、第 16 条第１項、第 17 条第

１項第２号 

杉並区情報公開・個人情報保護審議会条例第２条 

杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例第６条第３項 

杉並区防犯カメラの設置及び利用に関する条例第８条第３項 

関係規定 

（改廃後） 
改正個人情報保護法第 129 条 

新条例への

規定の可否 

地方公共団体の機関は、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づ

く意見を聴くことが特に必要である場合には、条例で定めるところにより、審議会等に

諮問することができる（法第 129 条）。 

「特に必要な場合」とは、個人情報保護制度の運用やその在り方についてサイバーセ

キュリティに関する知見等の専門的知見を有する者の意見も踏まえた審議が必要である

と合理的に判断される場合をいう。 

この点、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型的に審議会等

への諮問を要件とする条例を定めてはならない。 

（中略）地方公共団体の機関において、個別の事案の法に照らした適否の判断につい

て審議会等への諮問を行うことは、法の規律と解釈の一元化という令和 3 年改正法の趣

旨に反するものである。 

なお、法及びガイドライン等の適正な運用をもって個人情報の保護が図られることと

なることに加え、地方公共団体は、法第 166 条の規定に基づき、専門性を有する委員会

に助言を求めることも可能であることから、個別の事案について重ねて審議会等の意見

を聴くことが必要となる場面は少なくなると考えられる。 

（個人情報保護法ガイドライン（行政機関等編）９－４ (P70～71)） 

 

※個人情報保護委員会は、事後的な報告を行うものであっても、個別の案件に関して

審議会等への報告や意見聴取を要件化するような規定を定めることも「類型的に審

議会等への諮問を行うもの」に類するものであり、許容されない旨の見解を示して

いる。 

課題 

個人情報保護委員会の示すガイドラインによると、これまで審議会に諮問を行ってき

た案件の多くは「類型的に審議会等への諮問を行うもの」に該当し、審議会への諮問を

行うことができなくなる。また、現時点における個人情報保護委員会の見解によると、

個別の案件について報告を行うことも許容されないことになる。改正法で許容される範

囲において、個人情報の適正な取扱いのためどのような規定を設けることができるか検

討する必要がある。 

事務局案 
・改正法第 129 条の規定に基づき、以下の事項について審議会の意見を聴くことができ

る旨を新条例に定める。 



 

 

 ①個別の案件ごとの個人情報の取扱いに関する適否ではなく、改正法第 66 条に基

づく安全管理措置の具体的手法等、定型的な運用ルールの設定にあたり、専門的

な知見に基づく意見を聴くことが必要と認められる事項 

②法施行条例の改正にあたり、専門的な知見に基づく意見を聴くことが必要と認め

られる事項 

 ※条例の実質的改正を行う場合等を想定（議題（３）の考え方で示した「区が保

有する個人情報が条例要配慮個人情報に該当すると思慮される場合に、当該個人

情報を条例要配慮個人情報として条例で定めるべきか審議会の意見を聴くことが

できる規定」を含む。） 

・個人情報保護条例以外の条例に定めている次の審議会への諮問規定は存置する。 

  ①情報公開・個人情報保護審議会条例に定めるもの 

   ア 情報公開制度、個人情報保護制度、住民基本台帳事務及び防犯カメラの設置

等に関する事務の運用に関する重要事項（第２条第１項第１号） 

イ 特定個人情報の取扱いに関する重要事項（第２条第１項第１号） 

   ウ 区が管理する電子計算組織の管理運用に関する基本方針（第２条第１項第２

号） 

  ②住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例に定めるもの 

区民の基本的人権が侵害されると判断したときに講ずる、住民票記載事項の不適

正利用に対する措置（第６条第３項） 

  ③防犯カメラの設置及び利用に関する条例に定めるもの 

   防犯カメラの設置等についての苦情の処理（第８条第３項） 

事務局案の

考え方 

・これまで行ってきた審議会への類型的な諮問は許容されないことになるが、定型的な

運用ルール等について専門的な知見に基づく意見を聴く機会を確保することで、個人

情報の適正な取扱いに努めることとする。 

なお、個別の案件に係る個人情報の取扱いに関する適否は、改正法第 166 条の規定に

基づき、必要に応じて個人情報保護委員会に助言を求めることとする。 

・他条例に規定された審議会への諮問に関する事項については、類型的な諮問ではない

と判断できるため、このまま存置する。 

部会委員か

らのご意見 
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